
  

 

平成１６年１２月期 第３四半期財務・業績の概況（連結） 

                                                                    平成１６年１０月２７日 
 
会 社 名 ニ ス カ 株 式 会 社                           (コード番号：６４１５ 登録銘柄) 
（ＵＲＬ  http://www.nisca.co.jp） 
代 表 者 役  職  名 代表取締役社長  
    氏    名  中 里 賢 次 

問い合わせ先 責任者役職名 理事 管理部長     
    氏    名  宇 津 秀 昭               (Tel：(0556)22－6600(代表)) 
 

１. 四半期財務情報の作成等に係る事項 
 ① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有 
    (内容) 
一部の連結子会社は、税効果会計に簡便法を適用しております。 

 ② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
 ③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無： 無 
 
２. 平成１６年１２月期第３四半期財務・業績の概況（平成１６年１月１日 ～ 平成１６年９月３０日） 
 
(1) 経営成績(連結)の進捗状況     （注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 
 
 売 上 高 営業利益 経常利益 

四半期(当期) 
純 利 益 

 
 

16 年 12 月期第３四半期 
 

15 年 12 月期第３四半期 

百万円   ％ 
 

33,712   (18.6) 
 

28,414   ( ― ) 

百万円   ％ 
 

3,299   (39.1) 
 

2,371   ( ― ) 

百万円   ％ 
 

3,447   (46.0) 
 

2,361   ( ― ) 

百万円   ％ 
 

2,278   (42.9) 
 

1,595   ( ― ) 

(参考)15 年 12 月期 38,550          2,816          2,762          1,888          

 
 
 １株当たり四半期 

( 当 期 ) 純 利 益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
( 当 期 ) 純 利 益 

  

 
 

16 年 12 月期第３四半期 
 

15 年 12 月期第３四半期 

円   銭  
 

222    04     
 

155    37     

円   銭  
 
―           
 
―           

  

(参考)15 年 12 月期 180    07     ―             
 
 (注) ① 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期比増減率を示しております。 
(注)  ② 平成 15 年 12 月期第３四半期の開示は行っておりませんでしたが、当第３四半期と同様の方法によ 
(注)  ② り算出した結果を記載しております。 
 

［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 
  当第３四半期までの我が国の経済は、企業収益の増加や株価の上昇が見られる中、設備投資が製造業か
ら非製造業まで拡大し、雇用情勢の改善により個人消費にも底堅さが加わるなど、景気の回復基調が続き
ました。 
当社グループ関連市場におきましては価格競争が激しさを増す中、複写機市場ではカラー機の需要が拡
大し、ビデオカメラ市場ではＤＶＤに録画できる製品が好評でしたが、双方とも市場全体は横ばいで推移
しました。デジタルカメラ市場は出荷数量が拡大しましたが、販売競争の激化により製品価格が一層下落
しました。 
  このような環境の中、積極的に営業活動を展開しました結果、主力のペーパーハンドリング事業及びス
キャナ事業が伸長し、当第３四半期までの売上高は３３７億１千２百万円（前年同期比１８.６％増）とな
りました。 
  一方、利益面につきましては、原価低減活動や高付加価値商品の売上増加に加えて、販売費及び一般管
理費の抑制に努めました結果、当第３四半期までの営業利益は３２億９千９百万円（前年同期比３９.１％
増）、経常利益は３４億４千７百万円（前年同期比４６.０％増）、純利益は、厚生年金基金の解散や投資有
価証券売却などによる特別利益の計上により２２億７千８百万円（前年同期比４２.９％増）となりました。 
事業の種類別セグメントの業績概況は次のとおりであります。 
① ＯＡ機器関連事業 

    ペーパーハンドリング事業では、当社グループが積極的に提案営業を行ってまいりました中綴じ機
能付きフィニッシャやカラー機対応の自動原稿送り装置などが、複写機をオンデマンドプリンティン
グに利用したいという需要と結びつき着実に販売を伸ばすとともに、毎分７０枚以上の高速機に対応
したフィニッシャも売上に貢献しました。 

    スキャナ事業では、ＭＦＰ市場が順調に推移する中、ＭＦＰ用Ａ３判カラースキャナを中心に売上
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を増加し、更に、自動原稿送り装置とスキャナを複合したＭＦＰ用Ａ４判カラースキャナやネットワ
ーク対応Ａ４判カラースキャナの量産をスタートすることができました。 

    プリンタ事業では、オフィス用途のラベル専用プリンタのＯＥＭを開始するとともに、非接触ＩＣ
カードに高速で印刷可能なＩＤカードプリンタ「ＰＲ５３５０」を国内外で発表しました。 
  これらの結果、ＯＡ機器部門全体の売上高は２７８億６千５百万円、営業利益は３０億８千３百万
円となりました。 
② 光学計測機器関連事業 
オプト事業では、ビデオカメラ用オートアイリスが横ばいで推移しましたが、デジタルカメラ用シ
ャッタユニットでは、当社の省スペース、高精度のシャッタユニットを搭載したデジタルカメラがシ
リーズ展開され販売数量を伸ばしました。 
これらの結果、光学計測機器部門全体の売上高は７５億２千７百万円、営業利益は５億２千２百万
円となりました。 
なお、事業の種類別セグメントの業績の概況は、セグメント間の内部取引消去前の数値を記載しており
ます。 
 

(2) 財政状態(連結)の変動状況 
 
 総 資 産 株主資本 株主資本比率 

１株当たり 
株 主 資 本 

 
 

16 年 12 月期第３四半期 
 

15 年 12 月期第３四半期 

百万円 
 
30,870      
 
26,321      

百万円 
 
15,136      
 
12,732      

％  
 
49.0     
 
48.4     

円   銭  
 

1,475   49     
 

1,240   61     

(参考)15 年 12 月期 26,220      12,990      49.5     1,261   90     

 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 
 
 

営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物  
期 末 残 高 

 
 

16 年 12 月期第３四半期 
 

百万円 
 
2,036      

 

百万円 
 
266      

 

百万円 
 
△490      

 

百万円 
 
4,700      

 

(参考)15 年 12 月期 98      △230      △1,393      2,893      
 
（注）前年同四半期の連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 
 
［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 
当第３四半期におけるキャッシュ・フローは次のとおりであります。 
営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加があった一方で、税金等調整前四半期純利益及
び仕入債務の増加等が主要な要因となり、２０億３千６百万円の増加となりました。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出があった一方で、定期預金の払
戻による収入等が主要な要因となり、２億６千６百万円の増加となりました。 
財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済及び配当金の支払などにより、４億９千万円
の減少となりました。 
以上の結果、現金及び現金同等物の当第３四半期末残高は、前期末残高より１８億７百万円増加して、
４７億円となりました。 
 
３. 平成１６年１２月期の連結業績予想（平成１６年１月１日～平成１６年１２月３１日） 
[連結業績予想に関する定性的情報等] 
業績の見通しにつきましては、平成１６年７月２７日に公表いたしました業績予想に変更はありません。 
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〔添付資料〕

１(１)．連結貸借対照表 

（単位：千円未満四捨五入）

期    別 当 四 半 期 前年同四半期 (参考）

平成15年12月期

    科     目科    目

【  資  産  の  部  】

Ⅰ 流　動　資　産  21,827,707  17,311,295  4,516,412  26.1 17,176,762

現 金 及 び 預 金  4,789,123  4,003,636  785,487 3,308,671

受取手形及び売掛金  13,406,483  9,807,939  3,598,544 10,664,641

有 価 証 券  205,457  397,389 △191,932 431,655

た な 卸 資 産  2,667,249  2,936,600 △269,351 2,418,372

繰 延 税 金 資 産  366,127  94,754  271,373 34,425

そ の 他  476,460  169,077  307,383 430,025

貸 倒 引 当 金 △83,192 △98,100  14,908 △111,027

Ⅱ 固　定　資　産  9,042,749  9,009,988  32,761  0.4 9,043,685

有形固定資産 (  7,398,483 )(  7,509,767 )( △111,284 )( △1.5 )( 7,435,656 )

建 物 及 び 構 築 物  2,854,919  3,064,464 △209,545 2,985,199

機械装置及び運搬具  545,513  508,014  37,499 509,603

工具器具及び備品  732,338  664,449  67,889 672,634

土 地  3,265,113  3,272,840 △7,727 3,268,220

建 設 仮 勘 定  600 －  600 －

無形固定資産 (  56,788 )(  51,215 )(  5,573 )(  10.9 )( 58,350 )

投資その他の資産 (  1,587,478 )(  1,449,006 )(  138,472 )(  9.6 )( 1,549,679 )

投 資 有 価 証 券  1,326,893  1,058,416  268,477 1,127,042

長 期 貸 付 金  2,027  2,332 △305 2,332

繰 延 税 金 資 産 －  107,650 △107,650 142,643

そ の 他  283,524  304,119 △20,595 302,078

貸 倒 引 当 金 △24,966 △23,511 △1,455 △24,416

金　額

％

増　減

金　額 増減率金　額 金　額

(平成16年12月期

 第３四半期末）

(平成15年12月期

 第３四半期末）

資 産 合 計  30,870,456  26,321,283  4,549,173 26,220,447 17.3
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（単位：千円未満四捨五入）

期    別 当 四 半 期 前年同四半期 (参考）

平成15年12月期

    科     目科    目

【  負  債  の  部  】

Ⅰ 流　動　負　債  13,308,559  10,562,461  2,746,098  26.0 10,277,737

支払手形及び買掛金  8,498,020  7,053,035  1,444,985 7,094,876

短 期 借 入 金  1,257,150  1,532,023 △274,873 1,347,022

未 払 法 人 税 等  1,419,646  561,873  857,773 399,712

賞 与 引 当 金  533,676  513,238  20,438 166,473

設 備 支 払 手 形  188,357  42,348  146,009 34,389

そ の 他  1,411,710  859,944  551,766 1,235,265

Ⅱ 固　定　負　債  2,426,350  3,027,091 △600,741 △19.8 2,953,075

長 期 借 入 金  102,027  398,339 △296,312 315,985

退 職 給 付 引 当 金  2,007,375  2,396,842 △389,467 2,391,686

役員退職慰労引当金  254,032  231,910  22,122 245,404

繰 延 税 金 負 債  62,916 －  62,916 －

【  資  本  の  部  】

Ⅰ 資　　本　　金  2,102,430  2,102,430 － － 2,102,430

Ⅱ 資 本 剰 余 金  2,030,340  2,030,340 － － 2,030,340

Ⅲ 利 益 剰 余 金  11,613,356  9,256,185  2,357,171  25.5 9,549,415

Ⅳ その他有価証券

　 評 価 差 額 金

Ⅴ 為替換算調整勘定 △967,114 △874,552 △92,562  10.6 △945,309

Ⅵ 自　己　株　式 △13,720 △2,579 △11,141  432.0 △4,774

金　額

増　減

金　額 金　額 金　額 増減率

(平成16年12月期

 第３四半期末）

(平成15年12月期

 第３四半期末）

12,989,635

％

13,230,812 15.8

 18.9

 2,145,357

資    本    合    計  15,135,547  12,731,731  2,403,816

負    債    合    計  15,734,909  13,589,552

 370,255  150,348 219,907  68.4  257,533

26,220,447負 債 ・ 資 本 合 計  30,870,456  26,321,283  4,549,173  17.3
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１(２)．連結損益計算書 
（単位：千円未満四捨五入）

期　　別

科　　目

金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 増減率 金　額 百分比

％ ％ ％ ％

Ⅰ 33,711,697 100.0 28,413,764 100.0 5,297,933 18.6 38,550,061 100.0 

Ⅱ 27,429,818 81.4 23,358,065 82.2 4,071,753 17.4 32,075,843 83.2 

6,281,879 18.6 5,055,699 17.8 1,226,180 24.3 6,474,218 16.8 

Ⅲ 2,983,285 8.8 2,684,249 9.4 299,036 11.1 3,658,339 9.5 

3,298,594 9.8 2,371,450 8.4 927,144 39.1 2,815,879 7.3 

Ⅳ 172,058 0.5 149,759 0.5 22,299 14.9 165,283 0.4 

11,583 17,069 △5,486 21,351 

4,450 23,534 △19,084 26,923 

－ 19,797 △19,797 19,797 

46,549 － 46,549 － 

109,476 89,359 20,117 97,212 

Ⅴ 24,111 0.1 160,244 0.6 △136,133 △85.0 219,312 0.5 

18,715 30,863 △12,148 39,170 

－ 113,581 △113,581 160,631 

5,396 15,800 △10,404 19,511 

3,446,541 10.2 2,360,965 8.3 1,085,576 46.0 2,761,850 7.2 

Ⅵ 519,449 1.6 781,586 2.8 △262,137 △33.5 781,587 2.0 

213,000 10,090 202,910 10,090 

13,385 2,313 11,072 2,314 

293,064 － 293,064 － 

－ 769,183 △769,183 769,183 

Ⅶ 127,544 0.4 333,072 1.2 △205,528 △61.7 379,214 1.0 

－ 77,725 △77,725 80,403 

1,685 17,487 △15,802 18,123 

101,182 120,505 △19,323 156,586 

24,677 － 24,677 － 

－ 117,355 △117,355 124,102 

3,838,446 11.4 2,809,479 9.9 1,028,967 36.6 3,164,223 8.2 

1,752,496 5.2 895,812 3.2 856,684 95.6 962,427 2.5 

△192,179 △0.6 318,954 1.1 △511,133 － 313,853 0.8 

2,278,129 6.8 1,594,713 5.6 683,416 42.9 1,887,943 4.9 

特 別 退 職 金

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 売 却 損

厚生年金基金特別掛金

税金等調整前四半期(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

厚生年金基金代行返上益

特 別 利 益

経 常 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 売 却 益

厚 生 年 金 基 金 解 散 益

雑 損 失

(参考)
平成15年12月期

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

持分法による投資利益

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

受 取 配 当 金

増　減(平成16年12月期
 第３四半期）

為 替 差 損

営 業 外 収 益

受 取 利 息

為 替 差 益

当 四 半 期 前年同四半期

(平成15年12月期
 第３四半期）

売 上 総 利 益
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１(３)．連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円未満四捨五入）

当 四 半 期

期　　別

科　　目

金   額 金   額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前四半期(当期)純利益 3,838,446 3,164,223

　減価償却費 573,647 754,213

　退職給付引当金の増減(△)額 △384,311 △887,094 

　役員退職慰労引当金の増減(△)額 8,628 △41,239 

　貸倒引当金の増減(△)額 △27,285 △6,666 

　賞与引当金の増減(△)額 367,445 7,934

　受取利息及び受取配当金 △16,033 △48,274 

　支払利息 18,715 39,170

　有形固定資産除却損 101,182 156,586

　投資有価証券売却益 △213,000 △10,090 

　投資有価証券売却損 － 80,403

　その他損益 △31,641 △15,369 

　売上債権の増(△)減額 △2,728,211 △1,971,215 

　たな卸資産の増(△)減額 △238,038 △25,715 

　仕入債務の増減(△)額 1,384,956 427,358

　未払金の増減(△)額 198,852 △274,513 

　役員賞与の支払額 △39,763 △33,208 

　その他 △45,282 △200,282 

　　　小計 2,768,307 1,116,222

　利息及び配当金の受取額 16,067 55,983

　利息の支払額 △18,715 △39,311 

　法人税等の支払額 △729,913 △1,034,452 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,035,746 98,442

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　定期預金の預入による支出 △176,101 △1,458,357 

　定期預金の払戻による収入 725,850 1,627,828

　有価証券の取得による支出 △136,115 △95,182 

　有価証券の売却による収入 320,825 406,236

　連結範囲の変更を伴う子会社株式の

　売却による収入

　有形固定資産の取得による支出 △475,117 △768,980 

　有形固定資産の売却による収入 19,307 74,828

　無形固定資産の取得による支出 △12,791 △20,752 

　その他 △163 △18,374 

投資活動によるキャッシュ・フロー 265,695 △229,907 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　短期借入金純増減(△)額 121,542 △421,645 

　長期借入金の返済による支出 △428,159 △814,151 

　配当金の支払額 △174,426 △153,968 

　その他 △8,945 △3,163 

財務活動によるキャッシュ・フロー △489,988 △1,392,927 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,241 △12,758 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減(△)額 1,807,212 △1,537,150 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,892,684 4,429,834

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 4,699,896 2,892,684

－ 22,846

(平成16年12月期

 第３四半期）

(参考)

平成15年12月期
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〔事業の種類別セグメント情報〕

　当四半期（自 平成１６年１月１日　至 平成１６年９月３０日）  （単位：千円未満四捨五入）

Ｏ Ａ 機 器 光学計測機器 計 消去又は全社 連 結

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1) 27,864,905 5,846,792 33,711,697 － 33,711,697 

(2)

27,864,905 7,527,362 35,392,267 (1,680,570) 33,711,697 

24,781,440 7,004,998 31,786,438 (1,373,335) 30,413,103 

3,083,465 522,364 3,605,829 (307,235) 3,298,594 

1. 事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。

2. 各事業の主な製品

(1)Ｏ Ａ 機 器 ･････ ペーパーハンドリング機器（自動原稿送り装置、ソータ、フィニッシャ、大容量カセット）、

スキャナ、プリンタ

(2)光学計測機器 ･････ ビデオカメラ用オートアイリス、デジタルカメラ用シャッタユニット、ＤＣモータ

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は346,860千円であり、その主なものは、

当社の総務部門、管理部門に係る費用であります。

　前連結会計年度（自 平成１５年１月１日　至 平成１５年１２月３１日）  （単位：千円未満四捨五入）

Ｏ Ａ 機 器 光学計測機器 計 消去又は全社 連 結

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1) 30,563,623 7,986,438 38,550,061 － 38,550,061 

(2)

30,563,623 9,126,648 39,690,271 (1,140,210) 38,550,061 

27,398,591 9,137,461 36,536,052 (801,870) 35,734,182 

1. 事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。

2. 各事業の主な製品

(1)Ｏ Ａ 機 器 ･････ ペーパーハンドリング機器（自動原稿送り装置、ソータ、フィニッシャ、大容量カセット）、

スキャナ、プリンタ

(2)光学計測機器 ･････ ビデオカメラ用オートアイリス、デジタルカメラ用シャッタユニット、ＤＣモータ

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は364,412千円であり、その主なものは、

当社の総務部門、管理部門に係る費用であります。

計

（注）

営   業   費   用

営 業 利 益 又 は

営 業 損 失（△）

－ 

3,165,032 △10,813 3,154,219 (338,340) 2,815,879 

売 上 高

外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

セグメント間の内部売上高

（注）

－ 
又は振替高

1,140,210 1,140,210 (1,140,210)

２．セグメント情報 

計

－ (1,680,570)－ 

売 上 高

外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

セグメント間の内部売上高

又は振替高

営   業   費   用

営   業   利   益

1,680,570 1,680,570 
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〔所在地別セグメント情報〕

　当四半期（自 平成１６年１月１日　至 平成１６年９月３０日）  （単位：千円未満四捨五入）

日 本 ア ジ ア 計 消去又は全社 連 結

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1) 24,726,165 8,985,532 33,711,697 － 33,711,697 

(2)

25,280,889 13,072,114 38,353,003 (4,641,306) 33,711,697 

22,613,093 12,270,722 34,883,815 (4,470,712) 30,413,103 

2,667,796 801,392 3,469,188 (170,594) 3,298,594 

1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2. アジアに属する国は以下のとおりであります。

アジア：中国、タイ

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は346,860千円であり、その主なものは、

当社の総務部門、管理部門に係る費用であります。

　前連結会計年度（自 平成１５年１月１日　至 平成１５年１２月３１日）  （単位：千円未満四捨五入）

日 本 ア ジ ア 計 消去又は全社 連 結

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1) 28,387,268 10,162,793 38,550,061 － 38,550,061 

(2)

29,408,465 15,217,132 44,625,597 (6,075,536) 38,550,061 

27,584,082 14,133,242 41,717,324 (5,983,142) 35,734,182 

1,824,383 1,083,890 2,908,273 (92,394) 2,815,879 

1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2. アジアに属する国は以下のとおりであります。

アジア：中国、タイ

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は364,412千円であり、その主なものは、

当社の総務部門、管理部門に係る費用であります。

営   業   費   用

営 　業 　利　 益

4,641,306 4,086,582 

計

－ (4,641,306)554,724 

売 上 高

外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部売上高

又は振替高

売 上 高

外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部売上高

（注）

1,021,197 
又は振替高

5,054,339 6,075,536 (6,075,536) － 

計

（注）

営   業   費   用

営 　業 　利　 益
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〔海外売上高〕

　当四半期（自 平成１６年１月１日　至 平成１６年９月３０日）  （単位：千円未満四捨五入）

欧 州 北 米 ア ジ ア そ の 他 合 計

Ⅰ 1,157,817 1,630,467 6,960,704 62,411 9,811,399 

Ⅱ － － － － 33,711,697 

Ⅲ 3.4 4.8 20.7 0.2 29.1 

1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2. 各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

欧　州：フランス、ドイツ、オランダ他

北　米：アメリカ、メキシコ、カナダ他

アジア：中国、タイ、マレーシア他

その他：オーストラリア他

3. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　前連結会計年度（自 平成１５年１月１日　至 平成１５年１２月３１日）  （単位：千円未満四捨五入）

欧 州 北 米 ア ジ ア そ の 他 合 計

Ⅰ 1,587,332 1,915,148 7,717,321 98,336 11,318,137 

Ⅱ － － － － 38,550,061 

Ⅲ 4.1 5.0 20.0 0.3 29.4 

1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2. 各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

欧　州：フランス、オランダ、ドイツ他

北　米：アメリカ、メキシコ、カナダ

アジア：中国、タイ、マレーシア他

その他：オーストラリア他

3. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

海　外　売　上　高

連　結　売　上　高

（注）

（注）

海　外　売　上　高

連　結　売　上　高

連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）

連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
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